
 
 

武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る関係府省連絡会議（第１回） 

議事次第 

 

令和６年７月 31 日（水） 

17 時 30 分～ 18 時 00 分 

内 閣 府 別 館 ９ 階 会 議 室 

 

１． 開 会 

 

２．議 事 

（１）武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る関係府省連絡会議の開催

について 

（２）特定臨時避難施設の整備について 

（３）緊急一時避難施設の指定促進等（地下施設の一層の確保及び地下利用促進を含む）

について 

（４）緊急一時避難施設の充実も含めた在り方の検討について 

（５）政府における国民保護関連部署の機能強化について 

 

３．閉 会 

 

（配付資料） 

資料１   武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る関係府省連絡会

議の開催について 

資料２－１ 特定臨時避難施設の整備について（消防庁提出資料） 

資料２－２ 特定臨時避難施設の整備について（防衛省提出資料） 

資料３－１ 緊急一時避難施設の指定促進について（消防庁提出資料） 

資料３－２ 公立学校施設の状況について（文部科学省提出資料） 

資料３－３ 経済産業省の取組について（経済産業省提出資料） 

資料３－４ 国土交通省の取組について（国土交通省提出資料） 

資料４   緊急一時避難施設の実態等の調査の進め方について（内閣官房提出資料） 

 資料５   関係府省について（内閣官房提出資料） 



 

 

資料１ 

 

武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る関係府省連絡会議の開催について 

 

令和６年７月 31 日  

関 係 府 省 申 合 せ  

 

１  武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保について、関係府省の取組状況を共有し、

緊密な連携の下、取組を推進するため、武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に

係る関係府省連絡会議（以下「会議」という。）を開催する。 

 

２  会議の構成は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要があると認めるときは、その他の関

係者に出席を求めることができる。 

 

 議 長   内閣危機管理監 

 副議長   内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当） 

内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付） 

兼  災害対処・救援総括官 

 構成員   内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付） 

内閣府政策統括官（防災担当） 

内閣府地方創生推進事務局審議官 

消防庁次長 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部長 

経済産業省商務情報政策局商務・サービス政策統括調整官 

国土交通省大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官 

国土交通省都市局長 

国土交通省鉄道局長 

防衛省地方協力局長 

           

３  会議は、必要に応じ、幹事会を開催することができる。幹事会の構成員は、関係行政機関の

職員で議長の指定する官職にある者とする。 

 

４  会議及び幹事会の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理する。 

 

５  前各項に定めるもののほか、会議及び幹事会の運営に関する事項その他必要な事項は、議

長が定める。 

 



多良間村竹富町

・ 新たに整備する高齢者複合福祉施設の地
下施設（用途未定）を特定臨時避難施設とし
て活用

・ 新たに整備する西表島分庁舎の地下施設
（用途未定）を特定臨時避難施設として活用

想
定
施
設

・ 福祉施設の整備については、活用可能事
業を検討中

・ 特定臨時避難施設の整備については、補
助制度を検討中

・ 分庁舎の整備については、活用可能事業を
検討中

・ 特定臨時避難施設の整備については、補
助制度を検討中

補
助
制
度

参
考
イ
メ
ー
ジ

現在、調整中であるが、早ければ令和7年度、
内閣官房による特定臨時避難施設の支援開
始。以降、整備に向けた取組み。

現在、調整中であるが、早ければ令和6年度、
内閣官房による特定臨時避難施設の支援開
始。以降、整備に向けた取組み。

予
定

整備予定地整備予定地

特定臨時避難施設の整備について消防庁提出資料 資料２－１



宮古島市石垣市与那国町

・新たに整備する体育館の地
下駐車場を特定臨時避難施
設として活用

・新たに整備する防災公園の
地下駐車場を特定臨時避難
施設として活用

・新たに整備する与那国町複合
庁舎の地下駐車場を特定臨
時避難施設として活用

想定
施設

・体育館の整備については、民
生安定助成事業

・特定臨時避難施設の整備に
ついては、補助制度を検討中

・公園の整備については、民生
安定助成事業

・特定臨時避難施設の整備に
ついては、補助制度を検討中

・複合庁舎の整備については、
民生安定助成事業

・特定臨時避難施設の整備に
ついては、補助制度を検討中

補助
制度

参
考
イ
メ
ー
ジ

令和6年度、内閣官房による特定
臨時避難施設の支援開始。
以降、整備に向けた取組み。

令和6年度、内閣官房による特定
臨時避難施設の支援開始。
以降、整備に向けた取組み。

令和6年度、内閣官房による特定臨
時避難施設の支援開始。
以降、整備に向けた取組み。

予定

現況写真 完成イメージ位置図

特定臨時避難施設の整備について 資料２－２防衛省提出資料



緊急一時避難施設の指定促進について

令和６年７⽉３１⽇
消防庁

資料３−１
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避難施設の指定

○国民保護法（抄）
（避難施設の指定）

第百四十八条 都道府県知事※ は、住民を避難させ、又は避難住民等の救援を行うため、あらかじめ、政令で定める
基準を満たす施設を避難施設として指定しなければならない。

２都道府県知事は、前項の規定により避難施設を指定しようとするときは、当該施設の管理者の同意を得なければな
らない。

○国民の保護に関する基本指針（閣議決定）（抄）
第４章第１節５（１） 避難施設の指定

都道府県知事は、区域の人口、都市化の状況、防災のための避難場所の指定状況等地域の実情を踏まえ、発生の可
能性のある事態を念頭に置き、市町村と連携しつつ、避難施設を指定するものとする。この場合において、以下の事
項等に留意するものとする。

○

○ 事態において避難施設に住民を可能な限り受け入れることができるよう、それぞれの施設の収容人数を把握し、
一定の地域に避難施設が偏ることのないように指定するとともに、できるだけ多くの施設の確保に努めるよう
配慮する

※第百八十四条により、指定都市にあっては市長。以下、「都道府県知事」について同。

避難所として、学校、公民館、体育館等の施設を指定するほか、長期に避
難を要する事態における応急仮設住宅等の建設用地、炊き出しや医療の提
供等の救援の実施場所、一時的に集合させる場所等の確保を目的として、
公園、広場、駐車場等の施設を指定するよう配慮する。

「避難所等」

爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用する観点か
ら、コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施
設を指定するよう配慮する。

「緊急一時避難施設」
○

→ 緊急一時避難施設の指定をより一層促進し、特に地下施設（地下街・地下駅舎等）の指定を進める
ため、令和３年度から７年度までの５年間を集中取組期間として指定を推進（令和３年５月）
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定義等
施設数

（令和６年４月１日現在）
施設区分

住民を避難させ、又は避難住民等の救援を行うための施設100,116※１避難施設

避難所、緊急一時避難施設及び特定臨時避難施設78,934※２屋内避難施設

避難住民等を収容するもの
収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、
長期避難住宅の設置が可能（賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げも可能）

71,538避難所

爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用するコンク
リート造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施設

58,589緊急一時避難施設

3,926地下施設

武力攻撃災害から人の生命及び身体を保護するために必要な機能を備えた一
定期間避難可能で堅ろうな避難施設（先島諸島の５市町村（与那国町、竹富
町、石垣市、多良間村及び宮古島市）で整備予定）

-
特定臨時避難施設

※新設

長期に避難を要する事態における応急仮設住宅等の建設用地、炊き出しや医
療の提供等の救援の実施場所、一時的に集合させる場所等の確保を目的とし
た避難施設

62,056屋外避難施設

※１ 屋内避難施設と屋外避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と避難施設数は一致しない。
※２ 避難所と緊急一時避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と屋内避難施設数は一致しない。

避難施設の指定状況
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⑨
緊急一時避難施設の指定状況（令和６年４月１日時点）

【緊急一時避難施設】

○ 全国で計58,589箇所（前年度比2,416箇所増、令和３年度比6,595箇所増）となり、緊急一時避難施設
の指定が一定の進捗状況にある。

○ そのうち地下施設は全国で計3,926箇所（前年度比590箇所増、令和３年度比2,648箇所増）となり、
令和３年から３倍以上となったが、緊急一時避難施設の中の割合では約７%となっており、更なる指定の
促進が重要となる。

概要と現状

51,994 52,490
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48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

R3 R4 R5 R6

施
設
数

緊急⼀時避難施設

1,278
1,591

3,336

3,926

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

R3 R4 R5 R6

施
設
数

地下施設



5

緊急一時避難施設に係る取組

〇 各都道府県等に対し、管内施設を総点検して緊急一時避難施設の指定対象となりうる施設を洗い出し、集中取組期
間内における地下施設を含めた施設の指定促進のための目標・取組方針の作成を依頼（令和５年４月）

○ 総点検結果を踏まえ、各都道府県等において集中取組期間内に人口カバー率100％達成を目標とすることとして、
以下の取組を依頼。（令和６年３月）

（１） 重点取組分野を設定し、今後より一層の指定を推進

・重点取組分野：災害対策基本法上の指定避難所等、大規模商業施設、地下駅舎及び地下街

（２） 人口カバー率100％を達成した都道府県等は、管内各市区町村・行政区単位での100％達成、未指定の地下街、
地下駅舎の全ての指定を目指す

〇 現在、都道府県等に対し、課題の聴取やそれに応じた考え方の整理、知見を有するアドバイザー（指定が進んでい
る自治体職員等）の派遣等を行っているほか、関係省庁から施設管理者等への働きかけを依頼する等により緊急一時
避難施設の指定を促進。

○ 今後、緊急一時避難施設について、政治経済の中枢を含む都市部及び重点取組分野の施設における

より一層の指定の促進に取り組む。

・アドバイザーの派遣その他指定に関する助言、各種会議における情報提供等を通じて都道府県等を支援

・指定に課題を有する都道府県等に対する個別の支援の充実 等

○ 更なる地下施設の一層の確保を図るため、関係省庁との連携を強化し、全国の地下施設の実態調査や、更なる

指定促進策の検討に取り組む。
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公⽴学校施設の状況
公⽴義務教育諸学校と⾼等学校の学校施設の状況

※学校数は学校基本調査（令和５年度）、学校⾯積は公⽴学校施設実態調査（令和５年度）

武⼒攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る関係省庁会議

計特別⽀援学校中等教育学校⾼等学校義務教育学校中学校⼩学校地域

32,573校

約20,723万㎡

1,118校

約700万㎡

35校

－ ㎡

3,455校

約4,267万㎡

201校

－ ㎡

9,095校

約5,944万㎡

18,669校

約9,812万㎡

全国

公⽴学校は全国に 約３万３千校（約20,700万㎡）うち義務教育（⼩・中・義務）学校は 約２万８千校（約15,800万㎡）。

※義務教育学校の前期・後期課程の⾯積はそれぞれ⼩学校、中学校に、中等教育学校の前期・後期課程の⾯積はそれぞれ中学校、⾼等学校に含む。

■建築基準法
学校は、より良い就学環境を確保するために、建築基準法関係法令に
おいて採光⾯積基準は⼀般建築物よりも厳しい。

割合居室の種類
１／５幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、

中等教育学校⼜は幼保連携型認定こども園の教室
（⼀）

前項第⼀号に掲げる居室（⼆）

１／７住宅の居住のための居室（三）

学校施設にかかる主な法令等

公⽴⼩中学校の耐震化状況
公⽴⼩中学校の耐震化率は ９９．８％（⾮⽊造 全国 令和５年度）

公⽴学校施設の⽼朽化対策の推進

資料３－２



経済産業省の取組について
 コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下施設を持つ⼤型⼩売商業施設についても、ミサイル攻撃等の際に、爆⾵等からの

直接の被害を軽減するための⼀時的な避難に活⽤されるよう、内閣官房、消防庁からの協⼒依頼を受け、都道府県⼜は政
令指定都市による緊急⼀時避難施設の指定を促進。

 具体的には、コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下施設を持つ⼤型⼩売商業施設管理者に対し、都道府県⼜は政令
指定都市からの要請を受けて協⼒いただきたい旨、経済産業省からも⽂書で働きかけを⾏っているところ。（令和６年２⽉に
発出）

（⼀社）⽇本百貨店協会向け （⼀社）⽇本ショッピングセンター協会向け ⽇本チェーンストア協会向け

資料３－3



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

国土交通省の取組について

令和６年７月３１日

国土交通省

資料３－４



地下利用の現状①

出典：鉄道統計年報（令和３年度）

（１）地下駅舎

全国：８０７ヵ所

※地下構造の駅（地下ホームのみが存在する駅）のみ

事業者数施設数所在地事業者数施設数所在地
１１⽯川県２４３北海道

１４⻑野県２３０宮城県

５９２愛知県３３茨城県

３４０京都府１１栃⽊県

１０１４５⼤阪府１６埼⽟県

６３３兵庫県7１３千葉県

１１奈良県１２３０８東京都

１４広島県５４８神奈川県

１３３福岡県１１新潟県

１１富⼭県

（東京都・霞ヶ関駅）



地下利用の現状②

（２）地下街

出典：国土交通省都市局調べ（R6.4現在）

全国：７８ヵ所
※公共の用に供される地下歩道（地下駅の改札口外の道路、コンコースなどを含む）と当該地下歩道に面

して設けられる店舗、事務所その他これらに類する施設とが一体となった地下施設であって、公共の用
に供されている道路又は駅前広場の区域に係るもののみ

施設数所在地施設数所在地
２京都府３北海道

１５⼤阪府１岩⼿県

７兵庫県１７東京都

２岡⼭県７神奈川県

１広島県１新潟県

１愛媛県１富⼭県

４福岡県１６愛知県

（兵庫県・三宮地下街）



地下利用の現状③

（３）地下駐車場

出典：自動車駐車場年報（令和５年度版）

※路外駐車場（都市計画駐車場・届出駐車場）のうち地下・自走式の合計
※箇所数には「自走式・機械式」が併設されている施設は計上されていない

台数箇所数所在地台数箇所数所在地台数箇所数所在地

８１８４岡⼭県２５２３８⽯川県２１３６１２北海道

１３２９６広島県３６９２福井県６３５５⻘森県

２２８２⼭⼝県５１８２⼭梨県９３１岩⼿県

７２７３徳島県２１３１４⻑野県２３３１宮城県

２５６０１０⾹川県１４５１岐⾩県５８１秋⽥県

８８８５愛媛県８２６４静岡県４２２３⼭形県

３２５１⾼知県８４３８２９愛知県５４０２福島県

３９５０１６福岡県５５８３三重県７１４５茨城県

--佐賀県５００３滋賀県--栃⽊県

５２９４⻑崎県２４７１８京都府７３３３群⾺県

４３２１熊本県７０７４２４⼤阪府４７６２２７埼⽟県

２３１３⼤分県１０４０７４２兵庫県７１２８２３千葉県

９９１宮崎県９４０５奈良県１３１１５４２東京都

１１３３２⿅児島県８１９６和歌⼭県９８９４３８神奈川県

３７７４沖縄県１０２１⿃取県６１９５新潟県

92951376合計２８１島根県１７７３富⼭県

全国：３７６ヵ所



地下利用の現状④

箇所数所在地箇所数所在地箇所数所在地
８８岡⼭県１３５⽯川県８８北海道
７２広島県７６福井県２２⻘森県

１５１⼭⼝県５８⼭梨県４３岩⼿県
１４徳島県２５７⻑野県５７宮城県
２７⾹川県２９１岐⾩県５０秋⽥県
２０愛媛県１９７静岡県８５⼭形県
１０⾼知県２０５愛知県１５５福島県
２２福岡県６７三重県４３茨城県
１５佐賀県８５滋賀県１８栃⽊県
９⻑崎県６５京都府２９群⾺県
５熊本県９８⼤阪府３７埼⽟県
７⼤分県１０７兵庫県４７千葉県
３宮崎県１０９奈良県７１東京都
６⿅児島県６和歌⼭県５６神奈川県

５沖縄県１０⿃取県１５２新潟県
３３島根県１６７富⼭県

（４）地下横断歩道

全国：３，３７３ヵ所

出典：道路統計年報２０２３

※一般国道、都道府県道、市町村道における施設数



避難施設の指定に係る国土交通省の取組

内閣官房事態室・消防庁からの依頼を受け、緊急⼀時避難施設の指定を促進するため、
○鉄軌道事業者 ○地下街管理会社（地⽅公共団体経由）
○地下駐⾞場管理会社（地⽅公共団体経由） ○道路管理者（直轄国道）

に対し、国⼟交通省からも働きかけを⾏っているところ。(直近では、令和６年３⽉に⽂書を発出)

鉄軌道事業者向け 地下街管理会社向け



都市構造再編集中⽀援事業

○「⽴地適正化計画」に基づき、地⽅公共団体や⺠間事業者等が⾏う都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の
誘導・整備、防災⼒強化、災害からの復興、居住の誘導の取組等に対し集中的な⽀援を⾏い、各都市が持続可能で強靱
な都市構造へ再編を図ることを⽬的とする事業。

【基幹事業】
道路、公園、河川、下⽔道、地域⽣活基盤施設（緑地、広場、駐⾞場、⾃転⾞駐⾞場、地域防災施設、⼈⼯地盤等 等）、
⾼質空間形成施設（歩⾏⽀援施設等）、⾼次都市施設（地域交流センター、観光交流センター、テレワーク拠点施設、賑わい・交流創出
施設等）、都市機能誘導区域内の誘導施設※ ・基幹的誘導施設 （医療、社会福祉、教育⽂化施設等）、既存建造物活⽤事業、
⼟地区画整理事業、エリア価値向上整備事業、こどもまんなかまちづくり事業 等

＜市町村、市町村都市再⽣協議会＞
○都市再⽣整備計画※に基づき実施される次の事業等のうち⽴地適正化計画の⽬標に適合するものを

パッケージで⽀援。

【提案事業】
事業活⽤調査、まちづくり活動推進事業（社会実験等）、地域創造⽀援事業（提案に基づく事業）

事業主体︓地⽅公共団体、市町村都市再⽣協議会、⺠間事業者等
国費率 ︓１／２(都市機能誘導区域内等、地域⽣活拠点内)、４５％(居住誘導区域内等)

＜⺠間事業者等＞、＜都道府県等（複数市町村が広域的な誘導施設の⽴地⽅針を定めた場合に限る。）＞
○都市再⽣整備計画に位置付けられた都市機能誘導区域内の誘導施設※及び

基幹的誘導施設（広域で利⽤される誘導施設）の整備

※誘導施設については、三⼤都市圏域の政令市・特別区における事業は⽀援対象外だが、広域連携を⾏った場合は政令市を⽀援対象とする。

－⺠間事業者に対する⽀援については、市町村⼜は都道府県が事業主体に対して公的不動産等活⽤⽀援を⾏う事業であることを要件とし、事業主体に対する
市町村の⽀援額と補助基本額（補助対象事業費の２／３）に国費率を乗じて得られた額のいずれか低い額を補助⾦の額とする。

【居住誘導促進事業】
住居移転⽀援、元地の適正管理 等

・⽴地適正化計画に基づいて誘導施設を統合・整備する場合、廃⽌された施設の除却等
・都市機能誘導区域及び居住誘導区域に隣接する区域において⽔辺まちづくり計画がある場合、計画に位置付けられている事業
・市街化区域等内の居住誘導区域外において、あるべき将来像を提⽰している場合、緑地等の整備
・①居住誘導区域⾯積が市街地化区域等⾯積の1/2以下の市町村の居住誘導区域外、②防災指針に即した災害リスクの⾼い地域であって居住

誘導区域外、③市街化区域を市街化調整区域に編⼊した当該区域、から居住誘導区域への居住の誘導を促進するために必要な事業

○⽴地適正化計画の「都市機能誘導区域」及び「居住誘導区域」

○その他、以下の地区においても実施可能

－ただし、都市計画運⽤指針に反して居住誘導区域に⼟砂災害特別警戒区域等の災害レッドゾーンを含めている市町村、市街化調整区域で都市計画法第３４
条第１１号に基づく条例の区域を図⾯、住所等で客観的に明⽰していない等不適切な運⽤を⾏っている市町村は対象外

市町村が⽴地適正化計画を作成・公表

市町村が都市再⽣整備計画を作成・公表

まちづくりの⽅針、都市機能誘導区域・居住誘導区域等を設定

まちづくりに必要な事業を都市再⽣整備計画に位置づけ

都市構造再編集中⽀援事業による⽀援

誘導施設の整備
（学校・病院等）

防災⼒強化の取組
（避難所の改修等）

エリア価値向上に資する取組
（既存ストックを活⽤した社会実験等）

公共公益施設の整備
（歩⾏空間等）

移転を希望する者の移転⽀援
（移転元地の住宅除却等）

脱炭素に資する取組
（再⽣可能ｴﾈﾙｷ゙ ｰ施設等整備）

※市町村が作成する都市の再⽣に必要な公共公益施設の整備等に関する計画

※地域⽣活拠点内では、⼀部の基幹事業を除く。

○⽴地適正化計画に位置付けられた「地域⽣活拠点(都市計画区域外。都市機能誘導区域から公共交通で概ね30分)※」

施 ⾏ 地 区

対 象 事 業

※⽴地適正化計画と整合した市町村管理構想・地域管理構想において、地域⽣活拠点として位置付けられた区域を含む。

都市機能誘導区域

居住誘導区域

移転を希望する者の移転⽀援
（移転元地の住宅除却等）

脱炭素に資する取組
（再⽣可能エネルギー施設等整備）

公共公益施設の整備
（歩⾏空間等）

エリア価値向上に資する取組
（既存ストックを活⽤した社会実験等）誘導施設の整備（学校・病院等）

防災⼒強化の取組
（避難所の改修等）

地域⽣活拠点（都市計画区域外）

※基幹事業「こどもまんなかまちづくり事業」の国費率︓１／２

活⽤可能な事業例



緊急一時避難施設の実態等の調査の進め方

「武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る基本的考え方（令和６年３月29日 閣副事態第159号）」
（３）緊急一時避難施設の充実
ア 取組の必要性

武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に関しては、前記の特定臨時避難施設の整備及び緊急一時避難施設の指定促進に
取り組みつつも、これらに加えて、現在の安全保障環境を踏まえ、武力攻撃災害について、広範囲で長期に及ぶとは想定されない場合で
あっても様々な場合を想定して、避難の方法、避難施設等を調査・研究することが重要である。
この調査・研究に関しては、既存施設を一層活用する観点から、まずは、緊急一時避難施設の実態を調査することとし、その実態を踏ま

えた上で、地域の実情に応じて、緊急一時避難施設を充実させることも含めてその在り方を検討することが必要である。
イ 今後の取組

緊急一時避難施設について、地域の実情に応じて、特定臨時避難施設の技術ガイドラインの内容も参考にしつつ、その充実も含めた在
り方の検討に取り組む。

［緊急一時避難施設の現状（R6.4.1現在）］

〇 爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用する観点から、コンクリート造り等

の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施設を指定しており、１～２時間の避難を想定している。

〇 全国で58,589カ所（そのうち地下施設は3,926カ所）が指定されている。

〇 施設の主な種類としては、学校の校舎、庁舎、公民館、スポーツ施設、福祉施設等がある。また、地

下施設は、地下駅舎、地下街、 地下道、地下駐車場等がある。自然災害に対応する災害対策基本法

上の指定避難所にも指定されている緊急一時避難施設もある。

［調査の進め方］

〇 武力攻撃災害について、広範囲で長期に及ぶとは想定されない場合であっても様々な場合が想定さ

れるところ、現行の緊急一時避難施設において、各施設が備える機能は様々であると推定される。

〇 今後、緊急一時避難施設について、何を備えていて、どのような施設になっているのかの実態を調

査することとし、その後、緊急一時避難施設を充実させることも含めてその在り方の検討に活用していく。

〇 併せて、外国の事例の調査・研究を速やかに進めていく。

資料４内閣官房提出資料



関係府省

（１）特定臨時避難施設の整備

［内閣官房、消防庁、防衛省］

（２）緊急一時避難施設の指定促進等（地下施設の一層の確保及び地下利用促進を含む）

［内閣官房、内閣府（防災担当）、内閣府（地方創生）、消防庁、文科省、経産省、国交省］

（３）緊急一時避難施設の充実も含めた在り方の検討

［内閣官房、内閣府（防災担当）、消防庁、 文科省、国交省］

（４）政府における国民保護関連部署の機能強化

［各関係府省］

資料５内閣官房提出資料
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